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ネット通販の訴訟管轄は誰が決まるか

一、事実経緯

近日、北京市海淀区に住んでいる黄氏は天猫(Tmll、ネット通販）にある店舗で販売した商品の品質問題を理由に、当該店舗と天猫会社を被告として北京市海淀区人民法院（以下、「裁判所」という）に起訴した（以下、「本件」という）。裁判所は本件を受理した後、天猫会社（ネット通販プラットフォーム運営会社）から管轄権異議を受け取った。

天猫会社は、全ての消費者は天猫を通じて買い物をする前に「同意且つ登録する」という選択肢をくりっくすることで登録するのが前提で、その際に「淘宝サービス協議」が提示されており、当該「淘宝サービス協議」には「消費者と淘宝プラットフォームの経営者はいずれも被告所在地の法院を第一審管轄法院とすることに同意する」と規定しているので、本件において、上記合意管轄をもとに天猫会社所在地の浙江省杭州市余杭区の裁判所を第一審管轄裁判所とすべきと主張した。

二、判決

裁判所は、審理を経て、次のとおり判決を下した。

１、2015年2月4日より施行されている「最高人民法院の中華人民共和国民事訴訟法の適用に関する解釈」（以下、「民訴法解釈」という）第31条には、「経営者は定型条項を用いて消費者と合意管轄をする場合、合理的方式によって消費者に注意を促せず、消費者が当該合意管轄を無効と求める場合、人民法院は支持を与える」と規定している。

本件において、天猫会社が提供した「同意且つ登録する」という選択肢は原告の「淘宝サービス協議」の内容に対する同意と見なされるが、当該選択肢をクリックする際に「合意管轄」の内容は明示されず、別途に「淘宝サービス協議」を閲覧しなければならず、且つ当該「淘宝サービス協議」の内容が複雑で「合意管轄」条項を大量の条項から見出すことが困難である。

民訴法解釈に定める「合理的方式によって消費者に注意を促す」とは、通常は明確且つ目立った方式で一般の民事主体にその権益と利害関係のある情報を容易に入手させることを指す。本件で言えば、天猫会社が上記方式で提供した「合意管轄」は上述基準に達していない。「中華人民共和国契約法」第40条には、定型条項の提供側が自らの責任を免除し、相手側の責任を加重、又は相手側の主要権利を排除したとき、当該定型条項は無効とすると規定している。ネット購買を言えば、原告及び多くの消費者が購入した商品は通常価格が低く、その所在地又は契約履行地が天猫会社と遠く離れているので、当該合意管轄は有効とすれば、消費者は商品価格よりもっと高い出張代や時間上のコストを費やし、消費者の訴訟権利を阻止する恐れがある。

２、合意管轄は無効とすれば、契約紛争によって提起した訴訟は被告所在地又は契約履行地の裁判所が管轄することになっている。民訴法解釈第20条に基づき、情報ネットワークの方式で締結した売買契約については、その他の方式で標的物を交付した場合、荷受地を契約履行地とすると規定している。本件に係る売買契約の荷受地は黄氏が住むところ、即ち北京市海淀区であるので、裁判所は天猫会社の管轄権異議を却下した。

三、コメント

１、「契約法」第39条には、定型条項を用いて契約を締結する場合、定型条項の提供側は、公平の原則に従い、当事者間の権利や義務を確定し、合理的方式によって、その責任の免除或いは制限に関する条項への注意を促し、相手側の要請に従って、当該条項についての説明を行わなければならないと定められている。従って、定型条項を解釈する際に、取引の相手方の合法的権益を守るよう配慮し、相手による契約制定に関わる不十分さによってその権利を不当に排除される不利な局面を避けなくてはならない。

過去の司法実践において、契約の管轄合意が定型条項に依るか否かについては意見が分かれていた。「民訴法解釈」の公布は、法律の統一適用に規範根拠を与えた。従って、ネット通販サービスの経営者、提供側は定型条項を通じて消費者と契約を締結する場合、管轄合意の内容について適切な提示や一定の説明が義務付けられている。

３、一般的には、文字の字体、顔色等の明らかな特徴で管轄条項をその他の一般的条項から区別しやすいのであれば、提示義務は履行済みと見なされている。同時に、管轄条項が比較的複雑で一般の消費者では分かりにくい場合、ネット通販プラットフォームは必要な措置を取ってサービス協定に定める術語又は当該合意が生じた法的効果について説明を行わなければならない。このような提示、説明義務を行わない場合、契約で定める管轄合意は無効とし、これを理由に消費者の訴訟権利を制限することはできない。


高級人民法院・中級人民法院の第一審民商事案件管轄基準の

調整に関する最高人民法院の通知

最高人民法院は、経済社会発展と民事訴訟の需要に適応し、改正後の民事訴訟法による級別管轄の関連規定を正確に適用するため、2015年4月30日に「高級人民法院・中級人民法院の第一審民商事案件管轄基準の調整に関する通知」（以下、「通知」という）を公布し、同年5月1日より施行する。
	
	当事者の全住所地は受理法院の所在する省級行政管轄区域にある第一審民商事案件
	当事者一方の住所地は受理法院の所在する省級行政管轄区域でない第一審民商事案件

	
	高級人民法院の管轄訴訟標的額
	中級人民法院の管轄訴訟標的額
	高級人民法院の管轄訴訟標的額
	中級人民法院の管轄訴訟標的額

	北京、上海、江蘇、浙江、広東
	5億元以上
	1億元以上
	3億元以上
	5000万元以上

	天津、河北、山西、内モンゴル、遼寧、安徽、福建、山東、河南、湖北、湖南、広西、海南、四川、重慶
	3億元以上
	3000万元以上
	1億元以上
	2000万元以上

	吉林、黒龍江、江西、雲南、陝西、新疆、新疆生産建設兵団
	2億元以上
	1000万元以上
	5000万元以上
	1000万元以上

	贵州、チベット、甘粛、青海、寧夏
	1億元以上
	500万元以上
	2000万元以上
	500万元以上


　　

また、婚姻、相続、家庭、不動産管理サービス、人身損害賠償、名誉権、交通事故、労働紛争等の案件、及び集団的紛争案件は原則として基層人民法院（区、県裁判所）が管轄し、通知が調整する級別管轄基準は知的財産権案件、海事海商案件及び渉外と香港・マカオ・台湾に関連する民商事案件に及ばないことを明確にした。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	最高人民法院の「高級人民法院・中級人民法院の第一審民商事案件管轄基準の調整に関する通知」『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/05/01

	2
	国土資源部の「中華人民共和国行政訴訟法」の貫徹実施に関する通知
	2015/05/01

	3
	国務院の「中国製造2025」の配布に関する通知
	2015/05/08

	4
	国務院の「税収など優遇政策関連事項に関する通知」
	2015/05/10

	5
	財政部の「省エネー排出減少補助金管理暫定弁法」の配布に関する通知
	2015/05/12

	6
	国家食品薬品監督管理局弁公庁の「保健食品批准証書所持者及び生産企業基本情況調査の展開に関する通知」
	2015/05/29

	7
	最高裁の「犯罪所得、犯罪所得収益のごまかし、隠蔽刑事案件審理の法律適用問題に関する解釈」
	2015/06/01

	8
	税関総署の「部分日用消費品輸入関税調整に関する公告」
	2015/06/01

	9
	国家知識産権局の「特許行政執法弁法」の修正に関する決定
	2015/07/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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